
1. SDGs 達成に向けた農業用水の役割

足立 徹

本報は農業用水とその確保のための農業水利施設の整備・維

持管理が SDGs 達成に果たす役割を論ずるものであり，まず

SDGs の成立過程とその達成に向けたフォローアップ枠組みを

確認しつつ，SDGs において，農業用水および農業水利施設の

整備・維持管理と関連が深い目標・ターゲットについて考察す

る。次に，SDGs 達成に向けた日本の取組みと，その中での農

業用水の位置付けを確認するとともに，国連のフォローアップ

枠組みを通じた世界各国による自発的レビューにおける農業用

水への言及の有無を確認し，その要因を統計的に分析する。本

報はこれらを通じ，農業用水とその確保のための農業水利施設

の整備・維持管理，ひいてはこれらに係る科学技術を支える農

業農村工学が「持続可能な開発」の観点からも重要であること

を示すものである。 （水土の知86-10，pp.3〜8，2018)

持続可能な開発，農業用水，農業水利施設，SDGs 実施指

針，自発的レビュー

2. 栄養バランスからみたマダガスカル国の

農業農村開発戦略

白鳥佐紀子・西出 朱美・土居 邦弘

持続的な開発目標（SDGs）では，飢餓撲滅に加え，食料安全

保障や栄養改善の実現・持続可能な農業促進が目標とされた。

農業農村開発では，農業を産業として捉えて技術開発を展開し

てきたが，農業にはヒトの生存や健康に必要な栄養素の供給と

いう本質的な役割がある。SDGs での農業と栄養改善との併記

は，農業農村開発に携わる者が本来取り組むべき課題を示した

といえる。本報では，マダガスカル国の栄養バランスや栄養素

供給源を分析した。今後マダガスカルで農業農村開発協力を進

める際，産業としての稲作だけでなく栄養改善面からのコメの

位置づけ，さらに不足する栄養供給への留意が，SDGs 達成に

貢献する新しい開発戦略となるであろう。

（水土の知86-10，pp.9〜12，2018)

SDGs，栄養，開発戦略，マダガスカル，食料需給表

3. マラウイ国の人材育成による持続可能な

小規模灌漑農業開発の協力アプローチ

金森 秀行

国際協力における持続可能な開発方法のひとつは人材育成で

ある。(独)国際協力機構（JICA）は，マラウイ国への国際協力

事業で伝統的な技術移転の考え方と移転手法および技術選択を

農業普及に適用して，7 年間に約 56,000 人の農民を開発人材

として育成し，小規模灌漑区 2,535カ所・約 5,000 haが開発

され，それら家族の食糧自給の強化と貧困緩和に寄与した。協

力終了後も，それら人材が自助努力で開発を持続している。本

報では，策定した協力方針と実施した協力方法を協力アプロー

チとして解説し，かつ協力成果と持続性を検証・考察する。そ

の目的は，多くの開発途上国で同アプローチによる持続可能な

小規模灌漑農業開発を促すことである。

（水土の知86-10，pp.13〜16，2018)

国際協力，人材育成，技術移転，技術選択，PD法，小規

模灌漑，マラウイ

4. 小島嶼開発途上国でのSDGs 達成に向けた

農業農村工学的課題

木村 匡臣・藤 勝雄・飯田 晶子

乃田 啓吾・大澤 和敏

小島嶼
しょ

開発途上国では，エネルギーや水資源の安定供給の面

での課題，観光開発に伴う海洋資源への影響や，耕作放棄の増

加，食料自給率の低下などの食料の安全保障に関する懸念，沿

岸域の気候変動に対する脆弱性など，きわめて複雑で幅広い問

題を抱えている。しかしこれまでの技術支援や研究取組みを俯

瞰してみると，農業農村工学が太平洋島嶼国でのSDGs 達成に

貢献できる分野は多岐にわたるといえる。本報ではパラオ共和

国を対象に，現在進行中の資源循環型社会へ向けた取組みや，

食やエネルギーの安全保障，農業農村の活性化へ向けた構想に

ついて紹介する。さらに，著者らが持続可能な開発や農村再生

を目指して取り組んできた研究調査内容について概説し，今後

農業農村工学分野が解決すべき課題について述べる。

（水土の知86-10，pp.17〜20，2018)

パラオ共和国，太平洋島嶼国，資源循環型社会，持続可能

な農業，沿岸域農地，塩害，タロイモ栽培

農業農村工学会誌 第 86巻第 10 号 報文・技術リポート・講座内容紹介

小特集 SDGs と農業農村工学

特集の趣旨

2001年に国連で策定されたミレニアム開発目標（MDGs）は，発展途上国向けの開発目標として，2015 年を期限として8つの目標

が設定されました。結果として，MDGs は一定の成果を達成しましたが，未達成の課題も残されました。

MDGs の後継として，2015 年 9月に国連本部で開催された「国連持続可能な開発サミット」において，「我々の世界を変革する：

持続可能な開発のための2030 アジェンダ」が全会一致で採択されました。SDGs（Sustainable Development Goals，持続可能な開

発目標）は，このアジェンダに記載された2016年から2030年までの国際目標であり，先進国を含む国際社会全体の開発目標とし

て，持続可能な世界を実現するための17のグローバル目標（分野別目標）と，169 のターゲット（達成基準）から構成されています。

SDGs の重要なポイントは，格差問題，持続可能な生産や消費，気候変動対策など，先進国が自国内で取り組むべき課題を含むため，

発展途上国に限定しない普遍的な目標と位置づけられている点です。

SDGs が設定するグローバル目標や達成基準の中には，水・衛生（目標6），インフラ，産業化，イノベーション（目標9），持続可

能な生産と消費（目標12）など，農業農村工学がこれまでも関与し，また今後も主導的に取り組むべきものが多数あります。

本小特集では，農業農村工学の分野が，①MDGs に対して過去どのような貢献をしてきたのか，② SDGs に対してどのような寄

与が期待されているのかを俯瞰します。さらに，農業農村工学の分野の③今後のSDGs に対する取組みの具体化，④ SDGs に関わる

人材育成，などについて，取組み事例や課題・知見について，技術者・研究者・行政などのさまざまな立場からご紹介を頂き，情報

共有のみならず，当分野の積極的な関与と今後の展開を図るための手がかりとなることを目的とします。



5. 開発途上国で持続可能な小規模水源施設を

実現するために

石井 将幸・長束 勇・佐藤 周之

佐藤 嘉展・長谷川雄基・上野 和広

SDGs ターゲットの1つで投資拡大が求められている農村イ

ンフラの中で，水源施設は最も重要なものの1つである。政府

レベルの支援によって，開発途上国でも大規模な水源施設は珍

しくなくなったが，現地に根付く技術を提供できている例は少

ないと推察される。途上国の技術水準を引き上げ，さらには持

続可能性を実現するためには，技術の速やかな移転と確実な定

着を目指した技術協力が必要である。本報では，発展途上国に

他国の技術支援によって建設された小規模水源施設の状況につ

いて現地調査を行った結果を報告する。技術援助で建設した施

設が有効に機能しない事例への考察をとおして，現地に根付く

技術を提供するために必要な事項について提案する。

（水土の知86-10，pp.21〜24，2018)

小規模水源施設，持続可能性，技術援助，開発途上国，維

持管理

6. メタン発酵システム構築によるSDGs 達成への貢献

中村 真人・山岡 賢・折立 文子・柴田 浩彦

農業農村工学分野で取り組まれてきた，メタン発酵を中核と

した資源循環システムは，廃棄物の削減，エネルギー生産およ

び化学肥料を代替できる液肥の生産が可能で，政府がSDGs 実

施指針で示した優先課題「省・再生可能エネルギー，気候変動

対策，循環型社会」を解決するためのツールとなる。また，メ

タン発酵システムを地域に適用することにより，直接関係する

メタン発酵事業者，地方自治体だけでなく，地域住民や農家な

どのあらゆる関係者の意識が変わるきっかけとなり，持続的な

社会の構築に向けた行動を促すことができる可能性を持ってい

る。

（水土の知86-10，pp.25〜28，2018)

循環型社会，再生可能エネルギー，消化液，液肥，農業集

落排水，汚泥

7. テレメトリーシステムの海外展開を通じて

SDGs に貢献する

濱田 洋平・繁永 幸久・高橋 英紀

「持続可能な開発目標（SDGs）」には農業農村工学に関係す

る項目が数多く含まれ，民間企業も事業活動を通じて貢献する

ことが期待される。当社は，携帯電話回線を利用し独立電源で

稼働する安価なテレメトリーシステムを開発した。自社サーバ

にデータを収集し機器の状況を監視することで，持続的な観測

体制の維持を支援している。研究プロジェクトやODA資金を

得て，このシステムをインドネシアの泥炭地に展開し，大量の

CO2や大気汚染物質を放出する泥炭火災を引き起こす地下水位

の低下を遠隔監視するシステムの有効性を提示した。このシス

テムは，タイ・ベトナムなど他の国・地域や農業用水管理など

他の目的にも広く活用されている。

（水土の知86-10，pp.29〜32，2018)

SDGs，インドネシア，地下水位，泥炭地，テレメトリー

8. SATREPS成果の社会実装に向けた

コンサルタント参画の提案

小山 知昭・乃田 啓吾・福田 信二・小林 維円

海外農業農村開発協力においては，SDGs の目標のうち，貧

困や飢餓の撲滅は，最も重要な目標の一つであろう。

SATREPSは SDGs 目標達成に資する研究プログラムと言え

るが，農業農村工学に関連する研究活動について，終了時報告

では高く評価されているものの，研究成果の社会実装について

は達成されたという報告はない。コンサルタントが培ってきた

研究成果の開発途上国への適宜導入の経験を活
い

かし，

SATREPS研究成果の社会実装を担うアクターとしてコンサル

タント参画を提案する。また，SATREPS に限らず，SDGs 目

標達成に資するためには，コンサルタントと学術機関が連携を

強化して課題解決に臨むため産学連携プラットフォームの構築

や活性化が必要である。

（水土の知86-10，pp.33〜36，2018)

コンサルタント，国際協力，農業農村工学，社会実装，

SATREPS，産学連携，SDGs

（報文）

弾性波検出に基づく作物の水ストレス診断の試み

島本 由麻・鈴木 哲也

本報では，トマトを事例として，AE計測に基づく作物の水

ストレス診断についての可能性を提示した。AEとは，計測対

象から発生する弾性波を受動的に検出する非破壊計測法であ

る。検討の結果，水ストレスを受ける作物では道管部において

気液二相流の発生が示唆され，AEパラメータによる定量評価

が可能であることが明らかになった。

（水土の知86-10，pp.39〜42，2018)

弾性波法，水ストレス診断，作物，非破壊検査，AE

（報文）

北海道における家畜ふん尿バイオガスプラントの導入動向

大内 幸則

北海道における家畜ふん尿を主な原料とするバイオガスプラ

ントは，悪臭や水質保全対策として消化液を農地に還元できる

草地型酪農地帯に導入されてきたが，FIT制度を背景に大規模

なフリーストール牛舎の酪農家への導入が進んでいる。本報で

は，北海道におけるバイオガスプラントの導入動向を示すとと

もに，この内，特に先導的に取り組んでいる十勝総合振興局管

内の鹿追町と士幌町の取組み事例について報告する。鹿追町と

士幌町のプラントの導入動機やプラント型式の違い，導入後の

低コスト化・シンプル化に向けたプラントの改良の取組みなど

について考察するとともに，家畜ふん尿など地域に豊富に賦存

するバイオマス資源など再生可能エネルギーの利活用による地

方創生への貢献についても報告する。

（水土の知86-10，pp.43〜47，2018)

家畜ふん尿，嫌気性発酵，バイオガスプラント，FIT制

度，低コスト化・シンプル化，草地型酪農地帯，地方創生



（報文）

松本盆地南西部の畑地帯の砂塵抑制に可能性を有する

冬生雑草植生

鈴木 純・渡邉 修

長野県松本盆地南西部の畑地帯に発生する砂塵を抑制するた

めの技術開発を行っている。本報では，冬生雑草であるコハコ

ベ（ハコベ）を主体としたマット状の群落の形成について言及

した。耕起によって表出したコハコベの埋土種子は 5℃以上の

環境で発芽する。発芽したコハコベは，雑草防除のために行う

11〜12月の除草剤を散布しなければ生存して越冬し，これが

春にはマット状を呈するまで成長して地表を覆う。長野県松本

盆地は，12月末〜2月の平均気温が0℃以下になるため，この

時期に畑地で生育できる雑草植生は冬生雑草に限られる。本報

で検討した冬生雑草群落は，新たな作業や投資を必要としない

ため，営農に取り入れられる可能性は高いと考える。

（水土の知86-10，pp.49〜54，2018)

コハコベ，砂塵抑制，雑草草生，冬生雑草，松本盆地

（技術リポート：北海道支部）

土砂流入抑制対策を考慮した既設取水口の改修事例

松尾 敏宏

本報では，国営土地改良事業によって用水系統が見直された

地域にある既設取水口（於札内第 1 取水口）を改修する上で，

取水口から用水路への土砂流入抑制対策を考慮した既設取水口

の改修事例について紹介する。今回，既設取水口において増量

取水することになったため，現況取水位で計画取水位を確保す

るように取水口のみを部分改修するとともに，施設内には沈砂

池を複数設置するなど，施設管理者（土地改良区）からの要望

にもとづき用水路への土砂流入軽減に配慮した計画・設計を行

い施工した。現在，改修後3年を経ているが，用水路内の土砂

堆積が著しく減少し，土砂除去による作業負担を大きく軽減す

るなど，施設管理の合理化がはかられた。

（水土の知86-10，pp.56〜57，2018)

取水口改修，土砂流入対策，沈砂池，用水路／導水路，維

持管理軽減

（技術リポート：東北支部）

埋蔵文化財分布区域における盛土工法と耕土の確保

石本 敏樹

福島県喜多方市塩川町の駒形地区は，約 312 haの受益地を3

地区に分割しほ場整備事業を行っている。その駒形第二地区で

は 7遺跡が分布しており，埋蔵文化財発掘と埋蔵文化財保護の

ための盛土工法を組み合わせたほ場整備事業を実施している。

埋蔵文化財保護のため，圃場の大区画整備を基盤の切盛りを行

わず，河川工事などから流用土を確保し，土柱状に盛土を実施

した。また，浅耕土田区において，基盤土から石礫を除去し耕

土厚を確保する計画とし，石礫除去工法として，湛水均平と

バックホウふるい工法を組み合わせることで，粘性・湿潤土に

混入する石礫の除去を，砂質・乾燥土と同程度の作業効率で実

施した。

（水土の知86-10，pp.58〜59，2018)

圃場整備，埋蔵文化財，遺跡，盛土工法，耕土確保

（技術リポート：関東支部）

排水不良農地における暗渠排水計画の事例

宇田川哲也・太田 純治

新島村久田巻地区は，伊豆諸島の新島の北部に位置してお

り，島嶼では珍しい平坦な農業団地である。もともとは昭和50

年代の新農業構造改善事業で整備された地区であるが，平成12

年の地震災害で被災した都道の災害復旧事業で発生した建設残

土を受け入れ，区画整理事業により再整備が行われた。その

際，非常に硬い基盤が造りだされてしまい，耕土が薄く不透水

層が直下に広がることから，降雨による湛水被害が発生する状

況にある。本報は，湛水被害対策として暗渠排水を計画する過

程で，受益農家の要望を容れ吸水層を二層とするなど，費用対

効果が確保される範囲で工夫した経過について報告する。

（水土の知86-10，pp.60〜61，2018)

農業団地，湛水被害，現場透水試験，暗渠排水，もみ殻層，

砕石層

（技術リポート：京都支部）

低平地における低圧パイプライン導入に伴う

維持管理の低減効果

風間十二朗

新潟県では，低圧パイプラインを広範囲に導入するため，既

設用水路に堰上げ装置を用いて必要水頭を確保する方式を考案

した。本報では，新潟県の高田平野における導入事例として，

本方式の効果と維持管理費の軽減効果について報告する。開水

路システムの問題であった上下流の不公平感が解消され，かつ

高圧パイプラインシステムに比べ導入・維持管理コストの低減

が可能となった。

（水土の知86-10，pp.62〜63，2018)

水田灌漑，パイプライン，低圧，灌漑施設，維持管理

（技術リポート：中国四国支部）

農業用水確保に向けた深層地下水調査

森澤 潤司

高知県黒潮町大方南部地区では，施設花きを中心としたハウ

ス栽培が行われており，営農用水に沢水などの表流水が利用さ

れている。今後，施設花きよりも栽培に水を必要とする野菜な

どへの作物転換に当たって，農業用水の確保が課題となってい

る。本報では，対象地域の深層地下水開発を目的として実施し

た地質調査について，既存資料調査から調査地域の地質構造を

確認し，LPコンター図を利用した空中写真判読によるリニア

メント，段丘地形などから推定した断層の分布域をもとに行っ

た地表踏査，電気探査による地下水調査を報告する。

（水土の知86-10，pp.64〜65，2018)

深層地下水，農業用水，地表地質踏査，電気探査，水源開

発



（技術リポート：九州沖縄支部）

伊江島における地域特性と維持管理を考慮した

ファームポンド造成

今別府純一・我如古春樹・梅田 勝彦

伊江島は，地盤の透水性が高く，河川が形成されず，地表水

を利用した水源開発は困難な状況であったため，干ばつがたび

たび発生するなど，農業生産が安定しない状況が続いた。加え

て作物への給水に不可欠な，ため池から水を運んで散水する作

業が，農家にとって負担となっていた。このようなことから，

平成 16年度から用水確保のため地下ダム，ファームポンドお

よび用水路などの灌漑施設の整備を実施している。本報はため

池や伊江地下ダムに貯留された地下水を自然流下により配水す

る2基のファームポンドにおける地域特性や維持管理を考慮し

た施工事例について紹介する。

（水土の知86-10，pp.66〜67，2018)

ファームポンド，維持管理，建設汚泥，地域特性，排泥，

二層構造

（講座）

農業農村整備のための生態系配慮の基礎知識（10）

農家や地域住民による農業水路の維持管理

柿野 亘

魚類などの水生生物の生息分布に配慮した，主に末端の農業

水路の維持管理方法や非農家との協働が促進されるような新た

な維持管理体制の取組みを提案した。維持管理方法では，従来

の維持管理作業種ごとにポイントを説明するとともに，浚渫に

伴う魚類などの水生生物の生息分布への影響について述べ，魚

類や二枚貝類の陸上げ状況や撹乱によってドジョウ個体数が多

数降下する場合があることを紹介した。維持管理体制について

は，地域資源や文化の継承を児童の環境教育を活用すること，

非農家を含めた個人から団体ごとの楽しみとして取り組むため

の考え方などを述べた。維持管理を取り巻く状況は，地域に

よって異なるが，魚類などの水生生物の生息分布に配慮した維

持管理事例が増加することを期待したい。

（水土の知86-10，pp.69〜72，2018)

生態管理，環境教育，マイナーサブシステンス，管理強

度，魚類，イシガイ類，カエル類
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